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はたらく安全、つなぐ安心。

I労災保険×雇用保険1

電子申請なら24時間、365日いつでも手続可能旧 座振替納付も便利



「労働保険」

このリーフレットで、貴〔

所轄の都j
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嗅の総称です。

ヱどをご確認の上、まずは、

談ください。

常勤、パート、アルバイトなどの名称や雇用形態にかかわらず、

労働者を1人でも雇っている事業は強制適用事業であり、

成立手続を行う義務があります。

ト労働者とは? ト短時間労働者(パート、アルバイト等)について

労働者とは、職業の種類にかかわらず、事業

に使用される者で、労働の対価としての賃金

が支払われる者のことをいいます。

労災保険は、短時間労働者を含む全ての労働者が対象となり

ます。雇用保険は、一定の条件を満たさない短時間労働者は

対象とならないことがあります。

法人の役員、同居の親族答{よ一之の垢合を除き、ガ災・保険・W祖保険の対象となりよけん。

遡って保険料を徴収するほか、追徴金も徴収します。
労働保険の成立手続を行わない事業主に対しては、政府が職権により成立手続を行い、労働保険料等の金額を決定します。その

際、労働保険料は手続を行っていなかった過去の期間についても遡って徴収することになり、併せて、追徴金も徴収します。また、

労働保険料等や追徴金が納付されない場合には、滞納者の財産について差押え等の処分を行います。

労働災害が生じた場合、労災保険給付額の全部又は一部を徴収します。
政府は、事業主が故意又は重大な過失により労災保険の成立手続を行わない、いわゆる未手続の期間中に生じた労働災害につい

て労災保険給付を行なった場合は、労働基準法の規定による災害補償の価額の限度で、保険給付に要した費用に相当する金額の

全部又は一部を事業主から徴収します。

事業主の方のための助成金が受けられません。

雇用調整助成金(休業等によって雇用維持を図る事業主に助成)や、特定求職者雇用開発助成金(高年齢者や障害者など、就

職が特に困難な者を雇い入れる事業主に助成)などの、事業主のための雇用関係助成金については、労働保険料の未納がある

場合、受給できない可能性があります。


